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物的資本維持会計と物量利益測度
岡 部 孝 好
I はしがき
物的資本の維持 (maintenanceof physical capital intact)を狙いにする
会計が一つの独立した会計システムであって，特有の利益概念を追求するも
のであることは一般にも広く知られているところである。それは固有の論理
と技法に裏付けられているとされ，この理由から購買力修正会計 (account-
ing adjusted for purchasing power changes) やカレント・コスト会計
(current cost accounting)のような他の物価変動会計の諸方法から峻別さ
れることが多い。しかしながら，さらに一歩立ち入ってそれがどのような理
論構造をもち，どのような点に特有性をもつのか，あるいは他の物価変動会
計とどのような意味において異なるのかということになると，その答えは必
ずしも明らかではないように思える。この会計を支える骨組みについてはい
まだに十分な検討が加えられておらず，その位置づけすら正しくおこなわれ
てないのが実情である。
物的資本維持会計は，既にその名称が暗示しているように，その本質にお
いて物量的な測定システムである点に特徴をもっている。それゆえ，その性
格を明らかにするためには，貨幣的測定からよりも，むしろ物量的測定から
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接近し，それが物量会計 (physicalquantity accounting)の一変種である
ことを明確にする必要があると思える。この会計を特質づけているのも，そ
れを他の会計システムから区別させているのも根本的にはこの点にほかなら
ない。それだから，物量会計の一つとしてその測定構造を解明しなければ，
その基本的性質を捉えることは不可能であると考えられる。
そこで，本稿では，まず物量単位による会計システムの記述から出発し，
物的資本維持会計がそれとどのようにかかわっているかを内在的に検討す
る。これによって，それが費用の時価評価に拘泥するのとは裏腹に，実質的
には貨幣評価を否定するものでしかなく，この点で他の会計システムとは性
格を異にしているということを明らかにしてみることにしよう。
I[ 一次的物量測度と実物利益概念
企業が従事する交換，生産等の諸活動は，ある種の資産を他の種の資産に
(1) 
「変形する」 (transform)過程から成り立っているから，資産と負債の各数
量が加法性を失わぬように適切に分類しておくと，かかる活動を物量単位で
遂ー写し取り，期末に一期間の総数量に集約することが可能にされる。各資
産と負債の数量的増減の事実を（たとえば複式簿記技法を用いて）洩れなく記録
・統合すれば，期中の活動の経過のみならず，各項目の期中総受渡数量（フ
ロー）と期末数量（ストック）｀に関する物量情報を得ることができる。これが
井尻教授の展開された多元会計 (multi-dimensionalaccounting)のシステ
(2) 
ムにほかならない。
伝統的な貨幣測度は，主として歴史的原価基準にしたがい，評価係数
(1) Kenneth E. Boulding, Reconstruction of Economics (John Willey and 
Sons, Inc., 1950), pp. 29-33. 
(2) Yuji Ijiri, "Physical Me.i.sures and Multi-Dimensional Accounting," in 
Robert K. Jaedicke, Yuji Ijiri and Oswald Nielsen (eds.), Research in 
Accounting Measurement (American Accounting Association, 1966), 
pp.159-61. 
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(valuation coefficient) をこの多元的物量測度に適用したものである。 こ
の意味で，それはそれから派生する貨幣測度よりもはるかに基礎的である。
また，評価という主観的過程を経て導かれたものではない点からして，それ
は本来的に客観的である。われわれがかかる物量測度に「一次的」 (primary)
(3) 
という形容を冠するゆえんである。
このような多元的物量測度はまた利益測定の見地からしても重要である。
ヒックス流の定義によれば，期中に新出資も配当もない場合には，期末に期
首と同じ経済状態 (well-offness)が維持されてなおも余剰が残る時，その
(4) 
余剰が利益であるとされ，いわゆる資本維持が利益測定の必須の前提にされ
る。ところが，この場合の資本とは経済財の実物，つまり物量タームで表現
(5) 
された期首の純資産であり， 「資本ストックの中の財の実地棚卸高が不変で
(6) 
ある時に資本が実際に維持されている」という見解が一部の論者によって支
持されている。この考え方によれば，．期中に財・用役が消費された時にはそ
れらが期末までに補充されなければ，期末に期首と同一の資本が維持された
とはいえないことになる。この資本維持概念についてビク・ーは次のように述
(3) Takayoshi Okabe, "Physical Accounting Measures and Adjustments for 
Price Changes," Kansai University Review of Economics and Business, 
Voi. 5, No. 2,'(December 1976), pp. 51-57. 
もちろん，固定資産の「用役単位数」のように，物量単位によってさえ客観
的測定が困難なものもありうる。しかし，本稿ではこのような問題は一切ない
と仮定する。
(4) J. R. Hicks, Value and Capital, 2nd ed. (The Carendon Press, 1946), 
p.172. 
(5) もちろん， ヒックスがこの見解をとっているというわけではない。彼はむしろ
収益還元価値の方を支持している。 J. R. Hicks, "Maintaining Capital 
Intact: a Further Suggestion,''in R. H. Parker and G. C. Harcourt 
(eds.), Readings in the Concept and Measurement of Income 
(Cambridge University Press, 1969), pp. 32-38. 
(6) A. C. ・ Pigou, "Maintaining Capital Intact," in R. H. Parker and G. C. 
Harcourt (eds.), op. cit., p.124. 
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べている。
「『資本維持』の概念を大まかな一般的方法で把握するのは容易である。あ
る所与の瞬間では，資本は物理的な物品の，明確な棚卸高から成り立ってい
る。 ·0…•それらはある所与の瞬間においては，曖昧さのない物的な集まりに
よって構成されている。資本が維持されうるためには，この集りの中に含ま
れている物が摩減又は放棄（除却）された時に， それが『同等な』物によっ
(7) 
て置き換えられねばならない。」
このような物量的な資本維持概念にもとづけば，それによって測定される
利益もまた物量的なものとならざるをえない。資産一ー資本一の大きさが
物量クームで測定されるならば，それを維持した後の余剰もまた同様に測定
され， 物量利益 (physicalincome)又は実物利益 (realincome) として
表硯されてくるであろう。
このような利益測度は，資産の測度がそうであるように，普通は多元的で
ある。増減した資産の種類が一種類に限られる場合にのみ一元的な測度にな
りうる。 しかし，それにもかかわらず， それが有意義な場合がないではな
い。そこで， この点を具体的に検討するため， 硯金と商品（小麦）という 2
種類の資産を保有する企業の場合について考えてみることにしよう。この企
業は第 1表の Po欄に示されているように硯金400万円と商品600トンをもっ
て出発し，第1日， 第2日， 第3日の取引をおこなって，恥欄に示されて
(.7) Ibid., p. 128. 
1930年の論文でスイーニィも「実際的・物的・物質的資本維持」 (maintenance
of actual physical, material capital)という考え方を取り上げ，次のように述
べている。
「この見解によれば，資本の維持とはある大きさの，物質的な物体を保全す
ることを意味する。この理論の例示のためにある人が数年にわたって一区画の
士地を所有していたとすると，その人の資本はかかる土地の形態で不変のまま
にとどまっており；したがって維持されている。あるいはその人が同量の同級
の小麦とか， 同種の機械を当初に投資したのと同じ良好な状態で保有してお
れば，同様にして，その人の資本はかかる項目とのかかわりにおいて維持され
ている。」 HenryW. Sweeney, "Maintenance of Capital," The Account-
i呟 Review,Vol. V, No. 4 (December 193!)), p. 279. 
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第1表
ポジション Ip。 P1 P2 p3 P4 p5 p6 
取 弓I 日 1 2 3 4 5 6 
（取引の種類） （販売） （購入） （購入） （販売） （購入） （購入）
取引価格 万円 万円 万円 万円 万円 万円2.00 1.70 1.90 2.40 2.10 2.40 
受(-領）貨（＋幣）数又量は支払 万円 万円 万円 万円 万円 万円
+1,000 -340 -570 +960 -1,050 -240 
受(-取）小（＋麦）又数量は引渡 トン トン トン トン トン トン
-500 +200 +300 -400 +500 +100 
貨幣数量 万円 万円 万円 万円 1万,45円0 
万円 万円
400 1,400 1,060 490 400 160 
商品（小麦）数量
トン トン トン トン トン トン トン
600 100 300 600 200 700 800 
いるように現金490万円と商品 600トンを保有する結果になった。いまこの
Poから P3に至る間を一会計期間とすれば，硯金の数量と商品の数量との問
には加法性がないにもかかわらず， この期間の利益を測定することができ
(8) 
る。井尻教授の方式によってペクトルで表わすと， 期首 (Po) と期末 (P3)
の経済状態はそれぞれの物量単位で次のようになる。
P。= （ 400, 600)................................. (1) 
Pa = (490, 600)...... ・.... ・ ・ ・ ・.・... ・ ・ ・.・ ・.・・ ・ ・.(2) 
そこで，それぞれのクラス内で差を求めて，期首の資本を維持した後の利益
I。-3を次のように測定することができる。
I。-3= ( 90 ' 0) .・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3)
この場合，第 1日の取引によって資本は明らかに「摩減」しているが，それ
は第 2日，第 3日の取引によって回復されて，期末には期首と同量の資産を
実際に維持しえた上に余剰の現金を手持ちしているから，この余剰の現金90
(8) Yuji Ijiri, op, cit., pp.154-55. 
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(9) 
万円をただちに利益とみなすことができるのである。それを全額配当に充て
ても経済状態が期首の水準以下に低下するおそれはないし，またそれを再投
資に充てれば経済状態は実質的に向上する。
これと同様の測定はまた Poから P5に至る会計期間についても可能であ
る。この場合にも，失った商品は期末 (P5) までに完全に補充されており，
期中はともかくとして期末には期首の資産を現に維持しえているから，上と
同様の方式によりこの期間の利益 I。-5を次のように表わすことができる。
(4) I。-5 = (0'100)............................................. 
すなわち， この企業は， （現物で）配当してもその資本を損うおそれのない
利益として 100トンの小麦をもっているといえる。この利益は文字通り実物
利益であるが，それは叙上の貨幣利益と同等なもので，曖昧さを少しも残さ
ない。
ところが，このような物量タームによる利益の測定には困難が生ずる場合
が多い。 Poから p4までを会計期間にする場合と Poから凡までを会計期
間にする場合がその例である。先と同様の方法で測定すると，これら二期間
の利益は次のようになるであろう。
P。= （ 400, 600)................. (5) 
p4 = (1,450'200)............................................. (6) 
I。-4 = (1,050'△400) ・・・・・・・. ・・・・・・・・・・...... (7) 
P。= （ 400, 600) ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・  ・(8) 
p6 = (160, 800)... ・  ・  ・.・  ・..... ・. ・....... ・. ・  ・(9) 
I。-6 =（△240, 200) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(10) 
(9) この利益がキャッシュ・フロー会計の利益に等しいことに注意せよ（収入1,000................. 
万円一支出910万円＝利益90万円）。非貨幣資産に数量的増減がない時には，そ
の存在を当初から無視して，現金の流入と流出だけを測定する方法によっても
正しい利益を測定できる。貨瞥の貸借と対所有主取引がないものとすれば，収
入と支出の差は現金増加を示すにとどまらず，また利益にも等しくなる。
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これら二つの物量利益測度は疑いもなく形式的には叙上のヒックス流の定
義に合致しており，概念的には曖昧さはないともいいえよう。だが，それに
もかかわらず，これらの実際的意味は不明である。 (7)式の場合，硯金の増加
1,050万円が果たして商品の減少400トンを償って余りあるのかどうか，また
(10)式の場合には商品の増加200トンが現金の減少240万円をカバーするに足る
かどうか明らかでなく， したがって現金の数量又は小麦の数量で，あるいは
それら両方の数量で処分可能な大きさがどれだけであるかを知ることはでき
ない。処分可能な利益を測定しうるためにはその前に資本が実際に維持され
ていなければならないが， これらの場合には期首数量に食込が発生してい
て，期末に期首の資本がいまだ維持されてはいないのである。かくして，多
元的物量を基礎にする利益測定はこのような場合には実際上その意義を失っ
てしまうことになる。物的資本維持会計のもつ困難の一つとして人々がしば
(10) 
しば指摘するのはこの点である。
以上の点は次のように一般化することができよう。いまある企業が 1種類
(11) 
の貨幣資産と n種類の非貨幣資産をもっているとすると， その期首 tの経
済状態PはMの貨幣資産と， Q1, Q2,……, Q．の非貨幣資産から， また期
末 t'の経済状態 P'はM’の貨幣資産と， Qi', Q2’,……，, Q.'の非貨幣資産か
(10) A. C. Pigou, op. cit., p. 125. 
(11) 貨幣項目と非貨幣項目との区別についてはさしあたり次のものをみよ。
American Institute of Certified Public Accountants, The Financial Ef-
fects of Price-Level Changes, Accou砒切gResearch Studies, No. 6 (Ame-
rican Institute of Certified Public Accountants, 1963), pp. 137-42. Ac-
counting Principle・ Board of American Institute of Certified Public Ac-
countants, APB Stateme叫 No.3, Financial Statem⑰ ts Restated for 
General Price-Level Changes (American Institute of Certified Public 
Accountants), paras. 18-19..Glenn L. Jhonson, "The Monetary and Non-
Monetary Distinction," The Accou”伽 g Review, Oct. 1955, pp. 821-23. 
Loyd C. Heath, "Distinguishing Between Monetary and Non-Monetary 
Assets and Liabilities in General Price-Level Accounting," The Accou叶
ing Review, July 1972, pp. 458-6.8. 
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(12) 
らそれぞれ成り立っているとみることができる。利益 I、-9'はこれらの数量
をクラス内で比較することによって測定されるから，次のようになるであろ
う。
P = (M, Qi, Q2, ..・・・・・・•, Q.) ..... ;...........(1) 
P'= (M', Q1', Qi,......, Q.').................................(13 
I、』 =P'-P
(M'-M, Q1'-Q1, Q←Q2,......, Q.'-Q霧）…•… ••U3)
この物量利益測度は多元的ではあるが，そうであっても，バレート最適の
場合には明瞭な情報を伝える。他のどの項目にも数量的減少がなく， 1項目
以上について数量的増加があれば，その増加した数量は，既に(3)式と(4)式で
例示したように，疑いもなく処分可能な利益である。それは明らかに期首資
本を実際に維持した後の実物余剰であり，それをいかに公平に配当するか等
(13)..  (14) 
の付随的問題を別にすれば，その意味は理論上も実際上も明確である。しか
し，パレート最適以外の情況においては困難が生ずる。他のすべての項目に
(12) なお，この場合，各数量が現在財に限定されねばならない理由はない。債権・
債務のような未来財も含めてよい。この点に関しては，次のものをみよ。井尻
雄二著．「会計測定の理論」（東洋経済新報社，昭和51年），第4章。
(13) 先の(4)式に示したような場合には，利益は一元的物量（小麦のトン数）である
から，現物で配当するかぎり配当に関し特別の問題は生じないであろう。しか
し，このような利益測度が多元化すると，株主間に実物利益を公平に配当する
ことは困難になってくる。そこで．物量単位によって利益の測定がたとえ可能
であっても，その後公平に配当するだけのために．小麦を貨幣に換算したり貨
幣を小麦に換算したりする必要が生じうる。しかし，処分しうる大きさを決定
するために利益が測定されるにしても．この処分の方法そのものに関すること
は利益の測定とは別個の問題である。
(14) 概念的には，損失も同様に把握しうる。他のどの項目にも増減がなく， 1以上
の項目に減少があればその数量的減少分が損失であるといえよう。しかし，損
失の場合，資本が数量的に維持されてはいないと考えれば，負の利益と単純に
理解することにも問題がある。貨幣に全く変動がないときでも，ある 1つの非
貨幣項目に減少が生じていれば．後述するように，資本に食込が発生している
として，その補充を考える必要が生じてくるからである。
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数量的増加があっても，どれか 1項目にでも数量的減少があれば，その時に
は処分可能な利益が物量タームでどれだけであるかを示すことはできない。
(7)式と(10)式で例示したように，かかる場合には資本は物量的に維持されてい
ないのであり，それゆえ，定義により利益の測定は不能である。かくして，
正確にいえば，多元的物量利益測度がそれ自体として実際的意義をもちうる
のはパレート最適の場合，つまり (13)式のすべての数量が非負となる場合だけ
であることがわかる。
m 一次的物量測度の拡張
物量的利益測定に存在するこのような問題が評価 (valuation)の手続の
採用によって解決されることは既によく知られているところである。公分母
を導入し，多元的物量にウェートをつければ，数値はこの公分母の単位数に
一元化され，パレート最適以外の場合においても有意義な利益測度が産み出
される。しかし，この評価をおこなう場合に，次の二通りの方法があること
に注意しなければならない。
(1) 期首と期末に存在する資産・負債をまず評価して，物量を一元的数値
—普通は貨幣金額—に変換し， そしてその後にこの評価済の数値を比
較して利益を測定する方法（評価一比較法）。
(2) 期首と期末に存在する資産・負債を未評価の物量単位で比較してまず
叙上の多元的物量利益を測定し，次いでそれを一元化するため培減数量
ー物殿利益—一部分に限って評価の手続を適用する方法（比較ー評価法）。
これら二つの方法の間には，評価と比較の順序関係に差異があるにすぎな
(15) 
いが，それにもかかわらず，この区別は重要である。いずれによるかによっ
て結果は大幅に異なってくる。 (1)によれば資本一一期首資本およぴそれと同量の
期末資本一ーの評価がおこなわれるのに対し，（2）によればそれは回避され，増
(15) Robert R. Sterling, "An Explication and Analysis of the Structure of 
Accounting: Part Two," Abacus, Vol. 8, No. 2 (December 1972), pp. 156-
162. 
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減部分ー一物量利益ーーの評価だけしかおこなわれない。それゆえ，評価の影
響は局限され，資本部分に生じた価格変動損益が利益に混入されるというよ
うな問題は生じない。また，数量的事実が蔽い隠され，物的資本維持の経緯
が見失われるような結果も生じない。
これら二つの方法のうちでここで重要なのはもちろん(2)の比較ー評価法で
あるが，この場合，利益が最終的には貨幣単位数で表現される点では同じで
あっても，具体的な評価の手続は通常の場合とはいささか異なってくる。ま
ず，この場合には物的資本維持の観点からして物的資産（非貨幣資産）の数
量を期首と同量に保つことが不可欠の前提にされる。そこで，それらに生じ
た数量的増加と減少を擬制によって貨幣数量の増減に置き換え，これによっ
て非貨幣資産の数量の増減を人為的に消去する手続を採用しなければならな
い。市場交換の仮定を採用して，非貨幣資産の数量が期首とちょうど等しい
水準に維持されたかのようにするのである。この結果として貨幣数量には実
際の増減のほかに計算上の増減が生ずるが，物的資産の増減は既に消去され
ているから，この計算上の貨幣収支を考慮に入れた後には，貨幣余剰をその
まま利益とみなすことができるであろう。貨幣資産を除けば資産の数量に増
減が生じていないことになり，人為的に創られたものにしても，パレート最
適の情況が生じてくる。この手続を具体的にみてみよう。
既述のように， Poから P3に至る会計期間や Poから P5に至る会計期間
のような場合には，あえて評価の手続を導入する必要はない。かかる場合に
(16) 
は，評価するまでもなく利益は一元的測度になっている。 しかし， Poから
p4に至る会計期間と Poから p6に至る会計期間の場合には評価の手続が不
可欠である。そこでまず前者の場合についていえば，期首｀期末の資産の物
量の比較から，（7）式に示したように， 1,050万円の現金増と400トンの商品減
(16) 正確にいえば，貨幣を公分母にするかぎり， Poから氏に至る会計期間の場
合一(4)式ーには 100トンの小麦を貨幣単位数に変換しなければならない。しか
し，この変換の方法は，後述する Poから料に至る会計期間の場合と同じで
あるから，ここでは，この期間の検討は省略することにしたい。
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が物量利益として測定されているから，ここにおいてまず商品の減少400ト
ンを適切に処理する必要が生ずる。それは，期首の商品600トンが期末に200
トンに減少したために生じた資本の食込であることは明らかであり，それゆ
ぇ，期首の数量を維持するとするかぎり，それを期末までに補充したとする
必要があるであろう。計算的にもせよ，この補充がおこなわれて，商品の数
量が期首の水準まで回復されるまで資本が維持されているとはいいえないで
あろうし，またそうであればその時まで利益の測定はなしえないであろうか
らである。他方，市場経済を前提にすれば，この補充は市場を通じておこな
われるとみる以外にないであろう。そこで商品の食込数量を補充するため商
品と貨幣を交換したと仮定すると，商品数量は期首の水準まで回復し，代り
に貨幣数量は減少する。期末 (Pりの予想取替原価がトン当り2.10万円であ
るとすれば，次の計算により，現金余剰は840万円減少し，純利益は210万円
と測定される。
l'o:;.4 =1,050万円十△400X2.10万円
=210万円 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1心
この例の場合には，現実には商品に食込が生じているから，厳密な意味か
らすれば資本は維持されてないと指摘されるかもしれない。先のピク・一の見
地からすればたしかにその通りであった。しかし，計算上の可能性としては，
既に資本維持の前提が満たされていると主張することもできる。補充に必
要な 840万円は現金の形で具休的に準備されており，したがって実際取替原
(17) 
価が予想に合致する （この例の場合第 5日に予想価格で補充される）かぎり， こ
の210万円の利益を処分しても企業の物的な営業水準が低下することはあり
．．．．． 
えない。この意味でかかる利益は物的資本維持を可能にするものであること
は明白である。ある論者も，物的資本維持というのがこのような可能性の問
(17) 一般には看過されていることが多いが，予想した取替原価が実際の取替原価と
相遮した時には，適切な方法によって実際取替原価ー補充支出額ーに訂正する
ことが不可欠である。そうしておかなければ，たとえば後にバレート最適の情
況に達しても，正しく利益を測定しえないことになるであろう。
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題でしかないことを次のように明らかにしている。「この文脈における物的
資本の維持とは当該期間に実際的取替がおこなわれていなければならないこ
とを意味するのではなく，期末の資本が，期首に所有していたのと同一の財
(18) ・ 
の集りと交換できることを意味するにすぎない。」と。
他方，もう一つの Poから凡に至る会計期間の場合，現金には240万円の
「食込」があるのに対して，商品の数量は200トン増加している。すなわち，
物的資産についていえば，その期末数量は期首数量の 600トンを維持してな
おも余りある。この商品の余剰分の評価には叙上の取替原価基準や正味実現
(19) 
可能価値基準が利用できないわけではないが，それらよりもむしろ伝統的な
歴史的原価基準の方がヨリ良く妥当するように思える。この 200トンの商品
数量増は，それが生じた経過をみれば明らかなように，将来に向ってなした
拡張投資部分を表わすもの，あるいは将来の補充の必要に予め備えたもので
(18) Jean St. G. Kerr, "Three Concepts of Business Income, "The Australian 
Accountant, Vol. XXVI (April 1956), p.141. 
(19) P。から P4に至る会計期間で述べた方法をここでシンメトリ＇ックに適用しよ
うとすれば，正味実硯可能価値基準が浮び上がってくる。この場合に食い込ん
でいるのは硯金数量の方であるから，それを期首の水準まで回復させるために
まず小麦の一部を販売するということが考えられる。この結果として硯金数量
は期首の水準に復元され，そしてなおある数盪の小麦が残るであろうから，こ
れを実物利益として現物配当するとか，それを更に正味実現可能価値で評価し
て現金配当する方法がありえよう。しかし，この方法は，貨幣の方に換算し，
硯金数量の増減によって利益を示そうとする考え方とは必ずしも調和しないと
思われる。
そしてまた，この場合の商品増 200トンが投機的在庫とみなされた時にも，
同様に，正味実現可能価値（又はその代用として取替原価）甚準が正当化され
うるし，また実際にも正当化されている。一般に維持されるべき数盤は事業継
続上不可欠な「正常」数量に限られるとされ，それを超過する数量は異質のも
のと考えられているからである (Cf.Paul Rosenfield, "Current Replacement 
Value Accounting-A Dead End," The Journal of Accountancy, Septem-
ber 1975, p.64.)しかし， ここではかかる商品増は投機在庫ではないとみな
している。
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あるから，いずれにしても維持の考慮を越える部分であって，期首 (Po)の
商品の物量を維持するためのものとはいえない。それはむしろ，将来に対す
る期待にもとづいて p4までに稼得した利益 (210万円）と期首から手持ちし
ていた現金の一部 (240万円）とを新たに投資したために生じたもので，いわ
ば一種の超過在庫にほかならない。この新規投資が利益をもたらすかどうか
は明らかに将来期間の問題であり， それゆえ P6を期首とする翌期の利益測
(20) 
定にはかかわりがあっても，この期首 (Po)の資本を維持するということに
は無関連である。それは単に，さもなければあったはずの現金が失われてい
ることを意味するにすぎない。そこで，かかる投資がなされなかったと仮定
して， 追加の在庫に支出された現金数量を期末の実際現金数量に加算する
と，期末の商品数量は期首の水準にまで下落し，代りに期末硯金数量は増加
するであろう。もちろん，どの取引日の購入分が拡張投資部分にあたるかに
(21) 
ついては種々の解釈が可能であるが，先入先出法によれば，それは期末に最
も近いものから構成されていることになる。そうであるから，第5日の100ト
ン（残りの400トンは補充に充当されている）と第6日の100トンが購入されなかっ
たとすれば，計算上の期末現金は610万円となって，期首の有高を210万円だ
(20) ％を期首にする翌期の利益測定においては，もちろん800トンが維持すべき商
品数量となり， 期末の数量がそれ以下であればその取替準備をする必要があ
る。しかし，この期間の期首の数量は600トンであったのだから，ここで関連の
あるのは期首の600トンだけである。一般に物的資本維持会計で維持すべき「財
の集り」とは期首のそれを指しており，それゆえ期首時点の資産構成が決定的
に重要であるように思われる。なおこの点に関しては，期中の平均的な資産構
成を基準にするという他の見解もある。 SeeReg S. Gynther, "Capital Main-
tenance, Price Changes, and Profit Determination," The Accou祉切g
Review, Vol. XLV, No.4 (October 1970), p. 717. 
(21) どの購入分が補充であり，どの購入分が拡張であるかはいわゆる物の流れの仮
定の問題である。ここでは先入先出法によって，期末の 200トンの増加分は第
5取引日の100トンと第6取引日の100トンから構成されていると仮定したが，
後入先出法によれば第2取引日の200トンとなり，純利益は 100万円(=△240
万円＋200X1.70万円）と計算される。
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け上回る。この結果は，次のようにして， 超過数量を歴史的原価基準（先入
先出法）で評価した場合に等しい。
I'o-6＝△240加＋10ox2.10加＋100X2.40万円
=210万円．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．.(16)
このように物的資産の食込分については補充を，また超過分については不
購入を仮定することは，アシンメトリックな評価のルールを導入する結果を
もたらすが，それにもかかわらず，きわめて重要な意味をもっている。第一
に，そうすることによって，実際には維持されていない資本が計算的には維
持されたとみることが可能になり，これに伴い実際の補充を待たずとも利益
を測定しうることになる。資本維持概念が時点的なものから継時的なものヘ
と変えられ，利益測定において時点を選ぶ必要性が消失するのである。そし
て第二に，非貨幣資産の増減数量を貨幣資産の数量に置き換えると，これに
よって利益は貨幣余剰という形にまとめられ，最終的にはいわゆる硯金利益
(cash profit) として表わされる。先に(3)式で示した利益と同様の，最も
単純な物量利益に還元されてくるのである。 したがってこの意味からすれ
ば，実際には評価の手続が導入されているにもかかわらず，このような利益
測度が既述の一次的物量測度の延長線上に位置するものであることは明らか
である。それは擬制を通じて物量利益の測定を一般化したにすぎないし，ま
たかかる擬制も数量的解釈を許すようなものであるから，物量測度の基本的
な性質を変えるものではありえない。
w 物的資本維持会計の構造
ところで，伝統的な会計システムにおいては，周知のように多元的物量が
そのまま利用されることもなければ，物量的な比較の後で初めて評価の手続
が採用されるということもない。近代会計の不可欠の前提のひとつは貨幣公
(22) 
準だといわれ， 測定の基礎は「測定対価」 (measuredconsideration)， す
(22) W. A. Paton and A. C. Littleton, An Introduction, to Corporate Account-
ing Standards (American Accounting Association, 1940), pp. 11-13. 
中島省吾訳，「会社会計基準序説」（森山書店，昭和35年）， 18-21頁。
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なわち評価済の貨幣金額におかれる。そして，非貨幣資産の評価にあたって
は原則として歴史的原価基準が適用される。
この伝統的会計の方式を例示するため， 先にみた Poから P3に至る会計
期間に立ち戻ってみると，結果は第 2表のようになるであろう。期首 (Po)
現 金
商 品
（資産合計）
資本金
純利益
（持分合計）
＝ 冗上
売上原価
（純利益）
第2表
比較貸借対照表（先入先出法）
期 首 (Po) 期 末 (P8)
400万円 490万円
900 1,060 
1,300万円 1,550万円
1,300万円 1,300万円
250 
1,300万円 1,550万円
損益計算書 (Po~P砂
1,000万円
750 
250万国
増 減
90万円
160 
250万円
0万円
250 
250万円
の商品の歴史的原価がトン当り 1.50万円であったとすればその評価額は 900
万円と計算できるし，また先入先出法を仮定すると期末のそれは 1,060万円
となり，したがってこの増分 160万円に現金の増加額90万円を加えると純利
益は 250万円と測定される。つまり，貨幣単位で一元的に表現してみると，
期首資本を上回る余剰が 250万円であることが明らかにされるのである。
ところが，このようにして測定された純利益には，次のような欠陥がある
と批判されている。
(1) この例で400万円から490万円へという現金の増加は数量的裏付けをも
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つものであるが， 900万円から1,060万円へという商品の増加はそうでは
ない。期首においても期末においても商品数量は同じ 600トンであり，
ただそれがヨリ高い単価で評価されたために商品評価額が 160万円増加
したにすぎない。それは同じ物をヨリ高く表現した結果生じた，いわゆ
る棚卸資産利益 (inventory,profit)であって，企業の経済状態の実質
的な改善を示すものではない。
(2) この棚卸資産利益は単なる紙上利益 (paperprofit)であって消費不
能なものであるから，これが報告利益に含められると，配当に充当され，
これに伴い営業水準の縮少を余儀なくされる場合が生ずる。報告利益の
250万円を配当すれば， 配当後には現金240万円と商品600トンしか残ら
ず，経済状態は物量タームでいえば期首より悪化する。したがって，借
入等の方法を講じないかぎり，前と同じ営業規模を維持することはでき
ない。
伝統的会計に存在するこのような問題を購買力修正会計やカレント・コス
ト会計によって解決することは明らかに不可能である。貨幣単位を購買力単
位へ変えても， あるいは歴史的原価基準をカレント・コスト基準へ変えて
も，それによって報告利益を数量的増加分に限定するこ•とはできない。そう
するためには，叙上のような批判をする人々が主張するように，端的に物的
資本維持の会計を採用しなければならない。
物的資本維持会計は基礎有高法，後入先出法，（費用）時価評価法に代表さ
れるが，それらは通常は疑いもなく評価の手続に全面的に依存するものであ
る。それらは伝統的会計の場合と同様に評価済の貨幣金額から出発し，すべ
てを貨幣単位によって一元的に表現しようとするものといえる。しかし，そ
の真の俎いが別のところにあることが注意されなければならない。それは先
に述べた物量利益測度にもとづいて，数量的に裏付けられた増分だけを利益
として報告しようとするものにほかならない。ヨリ正確にいえば，物量利益
と同一になるよう，伝統的貨幣測定を補正したのが通常の物的資本維持会計
であり，したがって， その重要な特質は貨幣的表現というその外形により
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も，むしろ物量利益の測定というその内実にあるといえるであろう。
物的資本維持会計が物量利益を測定しようとするものであることは，その
利益測定の手続を詳細に検討してみれば自ずと明らかになってくる。 そこ
で，後入先出法と（費用）時価評価法の二つについて具体的にみてみること
にしよう。
まず後入先出法は，当期売上高には原則として当期購入原価を賦課し，こ
の同一価格水準的対応を通じて，棚卸資産の評価係数を期首の水準に凍結す
(23) 
る方法として知られている。 Poから P3に至る会計期間についていえば，第
3表に示されているように，第 1日の売上高には第2日および第3日の購入
原価を対応させ，期末商品を期首と同一の原価で評価するのである。この結
現 金
商 品
（資産合計）
資本金
純利益
（持分合計）
＝士
冗 上
売上原価
（純利益）
第3表
比較貸借対照表（後入先出法）
期 首 (Po) 期 末 (P3)
400万円 490万円
900 900 
1,300万円 1,390万円
1,300万円 1,300万円
90 
1,300万円 1,390万国
損益計算書 (Po～応）
1,000万円
910 
90万円
増 減
90万円
9゚0万円
0万円
90 
90万円
(23) 拙稿，「会計における恒常評価の諸方法」，関大商学論集 第23巻5号（昭和54
年12月） 1頁以下。
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果，先入先出法によれば認識された 160万円の棚卸資産利益は自動的に排除
され，硯金の数量的増加に裏付けられた90万円だけが純利益として報告され
る。すなわち，棚卸資産価額を期首と同一額に圧縮することによって，その
報告利益を(3)式の物量利益と同一にするのである。
したがって，後入先出法が単なる物の流れの仮定法の一つにとどまらない
ことは明白である。それは資産の物量を期首と同一水準に維持した後に残る
貨幣余剰を利益として報告しようとするものである。いい換えれば，文字通
り物的資本の維持を図り，それを達成しえた後に残る「現金利益」を測定する
というのがその真の狙いである。後入先出法の母体である基礎有高法につい
て，ある論者が， 「われわれが必要とし， そしてわれわれの大多数が求めて
いるのは硯金利益である。つまり事態の必要に応じ配当に支払うことができ
(24) 
たり， 再投資できたりする利益である。」と述べていることからもこの点は
明瞭である。
この後入先出法は， Poから P5に至る会計期間とか Poから p6に至る会
計期間の場合のように，棚卸資産数量が増加している時には，有効にその目
的を達することができる。かかる場合にはその報告利益は先にみた物量利益
(25) 
に基本的には一致する。しかし，棚卸資産数量が減少している時には問題が
生ずる。かかる場合には，後入先出法の利益は物量利益と異なってくるので
ある。 Poから P,に至る会計期間の場合，後入先出法によれば，第4表に示
されているように純利益は 450万円と計算されるが，この純利益は物的資本
を損わずには処分しえない。期末 (Pりに食込数量の400トンを補充するのに
必要な840万円を準備し，そして純利益の450万円を配当すれば，硯金数量は
(24) Ross G. Walker, "The Base-Stock Principles in Income Accounting," 
Harvard Business Review, Autumn 1936, p. 81. 
(25) 繰り返えすまでもなく，後入先出法（期別法）によれば，期末における商品数
量の増加分は期首に近い購入分から成ると仮定されるから，正確にいえば先入
先出法によった場合の結果には一致しない。（旧式に示したように先入先出法に
よれば物量利益 I’o~6は210万円と計算されるが，後入先出法によれば100万円
となる（注(21)参照）。
硯 金
商 品
（資産合計）
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第4表
比較貸借対照表（後入先出法）
期 首 (Po) 期 末 (P4)
400万円 1,450万円
900 300 
1,300万円 1. 750万円
(19)19 
増 減
1,050万円
△ 600 
450万円
資本金 1,300万円 1,300万円 0万円
純利益
（持分合計）
売上
売上原価
（純利益）
450 
1,300万円 1,750万円
損益計算書 (Po~P4)
1,960万円
1,510 
450万円
450 
450万円
240万円だけ期首の水準を下回ってしまう。 それゆえ， 期首の資本を維持す
るとすれば9 (l4)式で示したように， 210万円に純利益を限定しなければなら
(26) 
ないが，棚卸資産準備金を創設するなど特別の方法をとらないかぎり後入先
(26) 後入先出法によれば，期末数量が期首数量を下回った時に多額の棚卸資産損益
が認識されることは広く知られているところであるが，この欠陥を除去する目
的で一時，次入先出法 (next-infirst-out)がアメリカで採用されたことがあ
る。すなわち， 政府の命令等， 会社のコントロールをこえる力のため棚卸資
産の基本的部分に食込が生じた時には， 非自発的に換金されたこの棚卸資産
(involantarily liquidated inventories)について取替準備金を設定すること
が認められていたのである。この点の詳細についてはたとえば次の文献をみ
ょ。 .C.B. Blough, "Reserve for lnvolantarily Liquidated Inventories 
under the LIFO, "The Journal of Accountancy, Ma,rch 1948, pp. 204-205. 
中野勲稿，「後入先出法と三つの利益概念」国民経済雑誌，第103巻2号（昭和
42年6月）， 206頁以下。
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出法によってかかる結果に達することはできない。後入先出法は歴史的原価
の枠組に規定されるから，食込時に生ずる棚卸資産利益の実硯を阻止できな
いという欠陥をもつ。
これに対して，第二の（費用）時価評価法は，端的に物的資本維持を目的に
(27) 
時価を導入しようとするものであり，商品数量が期中に増加したか減少した
かを問わず，その報告利益を常に物量利益測度に一致させることができる。
'この方法によれば， 販売収益に対しては常に販売した項目の（補充日の）見
積取替原価が賦課され，この見積取替原価と歴史的原価との差額は資本を維
持するに必要なもの，それゆえ処分不能なものとして，資本準備金に組み入
れられる。必ずしも不可欠ではないが，一般にはこれに付随して，期末に未
販売商品を取替原価基準で再評価し，そしてこれによる評価差額も同様にし
て資本準備金に貸記する手続が採用される。この結果，非貨幣資産に生じた
価格変動の影響はすべて資本準備金に吸収されてしまい，あたかも物量クー
ムで測定されたかのように，利益が測定されることになる。
この点をまず*,Poから P3に至る会計期間についてみてみよう。第 1日の
取替原価が1.82万円であった（先入先出法を前提にするとこの見積は後の事実に照
(27) 最近でも，時価の導入によって物的資本維持をはかるぺきだとする見解が少な
くない。この点に関しては次のような文献を参照されたい。
Lawrence Revsine and Jerry J. Weygandt, "Accounting for Inflation: 
The Controversy," The Journal of Accountancy, October 1974, pp. 72-
78. Richard F. Vancil and Roman L. Weil, "Current Replacement Cost 
Accounting, Depreciable Assets, and Distributable Income," Financial 
Analysts Journal, Jμly/August 1976, pp. 38-45. Sidney Davidson and 
Roman L. Weil, "Inflation Accounting: The SEC Proposal for Replace-
ment Cost Di_sclosures," Financial Analysts Journal, March/April 1976, 
pp. 57-66. Richard F. Vancil, "Inflation Accounting -the ・Great _Contro-
versy," Harvard Businqss Review, March/ April 1976, pp. 58-67. Angela 
Falkenstein and Roman L. Weil, "Replacement Cost Accounting: What 
Will Income Statements Based on the SEC Disclosures Show ? - Part 
I," Financial Analysts Journal, January/February 1977, pp. 46--57. 
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第 5表
(a) (b) (C). 
比較貸偕対照表 比較貸借対照表 比較貸借対照表
期首(Po) 期末(P砂 期首(Po) 期末(P4) 期首(P。)期末(P心
万円 万円 万円 万円 万円 万円
硯 金 400 490 400 1,450 400 160 
商 品 900 1,200 900 420 9⑳ 2,000 
万円 万円 万円 万円 万円 万円
（資産合計） ＿ 1,30Q 1,690 1,300 1,870 1,300 2,160 
万円 万円 万円 万円 万円 万円
資本金 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 
資本準備金 300 360 650 
純利益 90 210 210 
万円 万円 万円 万円 万円 万円
（持分合計） 1,309 1,690 1,300 1,~?0 1,300-凸§0
損益計算書(Po~P心 損益計算書(Po~P4) 損益計算--書-(Po~P心
売上高 1,000万円 1,960万円 1,960万円
売上原価 910 1,750 1,750 
（純利益） 90万円 210万円 210万円
らして正しい）とし，さらに期末 (P3) の取替原価が2.00万円であったとすれ
ば，第 5表の(a)欄に示されているように，売上原価は 910万円，期末の商品
評価額は1,200万円と表示される。第 2表と比較してみれば明らかなように，
先入先出法を前提にすれば，費用の測定で160万円，資産の測定で140万円金
(28) 
額が増加するが，これらの差額はすべて資本準備金に繰り込まれ，利益の測
定から排除される。かくして，この暁価評価法によれば商品評価額は 900万
円から 1,200万円へと増加するが，他方でこの増加額はここで創設された資
本準備金 300万円によって相殺され， 利益に影響を与えることはありえな
い。利益として報告されるのは現金の増加に相当する90万円，つまり (3)式で
示した物量利益に等しく調整される。
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このことは， P。から p6に至る会計期間の場合についてもいえる。期末
(Ps)の取替原価が2.50万円だと仮定すると，数量と価格の両方の増加によ
り，第 5表(c)欄に示されているように，商品評価額は900万円から2;000万円
へと大幅に増加する。しかし，先入先出法によれば売上原価は 1,430万円，
期末商品評価額は 1,670万円であるから，取替原価と歴史的原価との差額は
合計 650万円と計算される。そこで，これを考慮に入れると，商品の増加は
1,100万円というよりもそれから 650万円を控除した450万円となり，これか
らさらに現金の減少240万円を控除すると，正味で210万円しか経済状態は改
善されていないことがわかる。すなわち，価格変動の影響を資本準備金に吸
収させると，（15)式に示した利益に達するのである。
この時価評価法はいうまでもなく原価配分原則に支配されるものではな
い。それだから，期末商品数量が期首の水準を下回っている場合でも，後入
先出法の場合に直面した問題は生じない。たとえば Poから p4に至る会計
期間のケースでは， p4では商品数量は400トン食い込んでいるが，第 1日と
第 4日の収益にはその予想取替原価が対応されているから，この取替原価の
見積りが正しいかぎり，資本の維持が危うくされることはありえない。いま
第 1日の取替原価が1.82万円，そして第 4日と期末 (Pりの取替原価が2.10
万円だとして歴史的原価を時価に修正すると第 5表の(b)欄に示されているよ
うな結果が得られる。先入先出法によれば売上原価は1,430万円，期末 (P4)
(28) このように先入先出法原価を時価に修正する場合のほかに，平均法原価や後入
先出法原価を時価に修正する場合もありうる。たとえば後入先出法によれば，
この P。から応を会計期間にする場合，売上原価の修正は不要であるが，資
産評価もあわせておこなうかぎり，期末 (P砂の棚卸資産価額を 900万円から
1,200万円へ増額しなければならず，これに応じて資本準備金が300万円増加す
る。つまり，費用評価による資本準備金繰入額と資産評価による資本準備金繰
入額は異なってくるが，これら緑入額の合計は変わらない。換言すれば，時価
に修正してしまうと，修正以前にどのような物の流れの仮定が採用されていて
も，同じ結果になってくるのである。この点に開しては次の文献をみよ。 A.
R. Drebin, "Price-Level Adjustments and Inventory Flow Assumptions," 
The Accounting Review, Vol. XL. No. 1 (January 1965), pp. 154-162. 
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の商品は380万円と計算されるが，時価に修正すればそれぞれに320万円と40
万円が追加され，合計 360万円の資本準備金が形成される。修正後には硯金
は1,050万円増加し，商品は480万円減少することになるが，特に資本維持の
ために設けられfここの準備金を通じて，報告利益は 210万円に限定される。
すなわち，準備金への組み入れを通じて，報告利益は自動的に(14)式に示した
物量利益に調整されて，後入先出法に生じたような問題が回避されるのであ
る。
したがって，このようにみてくると，物的資本維持会計の基本的特徴が物
量的測定にあることはも早や明白である。後入先出法が非現実的な物の流れ
を仮定し，そして資産価額を圧縮するのも，•あるいはまた時価評価法が取替
原価を採用し，歴史的原価とそれとの差額を資本準備金とするのも，評価の
手続に全面的に依存する伝統的会計の利益測度をそれによらない物量測度に
調整することを目的とするからにほかならない。それらは貨幣単位を使用
し，貨幣金額に修正を加えようとするが，かかる修正は伝統的な貨幣利益を
物量利益に引き戻すためにおこなわれているにすぎず，したがってその本質
は物量測度の方にあるといえよう。修正後の貨幣利益が物量利益に還元され
うる事実が何よりの証拠であるといわなければならない。ある論者も次のよ
うに指摘して，物的資本維持会計の最大の特質がその物量的な性質にあるこ
とを示唆している。「（物的資本維持会計では）強調点は貨幣や購買力単位によ
りも物，つまり物的資産におかれており，ぞの結果として期首の資本は一団
の物的資産より成るものと考えられている。かかる物的資産は最終的には資
金に転化されるが，その資金の一部は物的資産を取り替えるのに使用され，
(29) 
残余が利益になる。」と。
v 結び
このようにして，物的資本維持会計が物量的な会計測定の一つであるとす
(29) Jean St. G. Kerr, up. cit., p.141. カッコ内は挿入。
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れば，このことはとりもなおさずそこでは評価の手続が重要な役割を演じて
ないことを意味することになる。伝統的会計においても，あるいはまた購買
力修正会計やカレント・コスト会計においても，公分母となる測定単位を定
めて，すべての物量をその単位数に換算することが不可欠であるが，これに
対してこの物的資本維持会計ではかかる過程そのものが事実上その意義を失
ってしまう。せいぜい非貨幣資産の食込数量と超過数量について，評価が必
要とされるにすぎない。 ローゼンフィールドがいみじくも述べているよう
に，「それは財の数量の会計の地位に退ぞいて， これら財の経済的意義の変
(30) 
化をかえって無視してしまう」ものなのである。この理由から，このような
アプローチは，評価を前提にした上で，単に測定単位や評価のルールを変え
ようとするにすぎない他のどの代替案よりも， ョリ根本的に伝統的会計の改
変を企図するものといいえよう。それは実質的に一次的物量測度に転換しよ
うとするものであって，伝統的会計と同一平面に位置するものではありえな
し‘
゜
このようなわれわれの結論は，貨幣的測定になれてきた人びとにはあるい
は奇妙に聴こえるかもしれない。しかし，上のような解釈を補強する証拠は
他にもいくつかある。そこで，最後にこれらの点に触れて，本稿の結びとす
ることにしたい。
(1) 会計測定で貨幣を公分母にした場合， 測定の基準—基準財 (standards
goods)ーは貨幣であるから， いわゆる購買力損益 (purchasingpower 
gains or losses)は認識されえないが， 非貨幣資産に生じた価格変動損
益＿保有損益 (holdinggains or losses)—ーは好むと好まざるとにかかわり
なく利益として認識される。貨幣単位によっていながら，価格変動損益の
混入を阻むのはむつかしいし，またその利益性を否認する理由もないであ
ろう。これに対して購買力単位を採用すれば，物価の上昇はかえって貨幣
(30) Paul Rosenfield, "Current Replacement Value Accounting... " op. cit., 
p.69. 
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価値の下落と解されるから，一般物価と個別物価が同一歩調で変化するか
ぎり非貨幣資産の価格変動損益は利益から排除され，代りに貨幣項目に生
じた購買力損益が利益に算入される。ところが，物的資本維持会計では非
貨幣資産の価格変動損益も購買力損益もともに認識されない。それはいず
れを公分母にするものでもないから，換言すれば未評価の物量の会計であ
(31) 
るから，これによれば「貨幣の一般購買力の変化が無視される」にとどま
らず，非貨幣財の経済的意義の変化もすべて無視されてしまう結果になる
のである。
(2) ある公分母の単位で表現された期首純資産が一定の場合，一般に，期末
にいかに資産を評価するかは利益測定に決定的に重要である。いかなる公
分母の場合であれ， 期末資産をヨリ高く評価すれば報告利益は増加する
し，また逆も真である。しかし，物的資本維持会計では，費用評価は不可
(32) 
欠であっても，資産評価は利益測定には無閲連であるといわれる。期末に
残留する資産をどのように評価しようとも，歴史的原価との差額を資本準
備金に組み入れるかぎり，利益は変わらない。取替に必要とされる貨幣量
.......... 
の見積（費用評価）は物量単位で測定された期末資産の大きさに， したが
って物量利益の大きさに影響を及ぽすであろうが，いったんこの物量が確
定したならば，その後どのように評価してみたところで，この物量的事実
を動かすことはできない。このことは，ここで重要なのが貨幣評価額では
なく，その背後にある物量である，という解釈を裏付けている。
(3) 一般に，会計で資本といえば，貸方側の概念，つまり資産から負債を控
除した残余と理解され， 抽象化さた公分母の単位数で表現される。 しか
(31) Paul Rosenfield, op. cit., p. 67. 
(32) Willard J. Graham. "The Effect of Changing Price Levels upon the 
Determination, Reporting and Interpretation of Income," The Account-
ing Review, Vol. XXIV, No.1. (January 1949), pp.15-26. Keith Shway-
der, "Capital Maintenance Rule and the Net Asset Valuation Rule," The 
Accounting Review, Vol. XLIV, No. 2 (April 1969), pp. 304-316. 
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し， 物的資本維持会計では「注目の焦点は貸借対照表の資産側に移動す
(33) 
る」といわれている。それも，即物的・具体的な財の集りとして把えられ
るのであって，資本化価値というような抽象的概念ではない。せいぜい物
的能力 (physicalcapacity) とか営業能力 (operatingcapacity) という
(34) 
用語で一般化されうるにすぎない。そしてまた，そうであるから，この会
計システムによれば，資産の陳腐化という解決困難な問題に直面するとい
う指摘が絶えない。技術発展や需要の変化がある時，陳腐化した物的資産
を維持したとしても，収益の元本となる資本が維持されたとは主張しえな
(35) 
いであろうからである。これらのことはいうまでもなく物的資本維持会計
の特質の一端に触れたものにほかならないが，また同時にその出発点が資
産の物量にあるという事実を如実にいい表わしているといえよう。
(33) Reg. S. Gynther, op. cit., p. 715. 
(34) Reg. S. Gynther, ibid., pp. 716-717. 
(35) 物的資本維持会計に生ずる陳腐化の問題に関してはたとえば次の文献をみよ。
Reg S. Gynther, Accounting for Price-Level Changes: Theory and Pro-
cedures (Pergamon Press Ltd., 1966) pp. 109-111. Eldon S. Hendriksen, 
Accounting Theory (Richard D. Irwin, Inc., 1965), pp.184-187. Henry 
Sweeney, "Capital," The Accounting Review, Vol. VIII, No. 3 (Septem-
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